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令和５年度における主要施策成果説明書 

 

 

１ 一般会計における決算の概要 

 

 令和５年度の一般会計決算は、歳入が総額５，８２１，９８１千円（前年度比△５２，

１９９千円、△０．９％）、歳出が総額５，６０１，７２１千円（前年度比＋４４，７９

２千円、＋０．８％）となり、歳入総額から歳出総額を差し引いた形式収支が２２０，２

６０千円、この額から繰越明許費のために翌年度に繰り越すべき財源１３，６６６千円を

差し引いた実質収支は２０６，５９４千円となった。 

 この実質収支（歳計剰余金）の処分については、地方自治法第２３３条の２の規定に基

づき、全額を令和６年度への繰越金とした。また、地方財政法第７条の規定に基づき、２

分の１を下らない額を令和６年度において財政調整基金に積み立てる。 

 また、実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は△７０，８６１千円と

なり、この単年度収支に財政調整基金への積立金２０８，５７３千円を加算した実質単年

度収支は１３７，７１２千円となった。 

 
（ 歳  入 ） 

 令和５年度の歳入決算額は５，８２１，９８１千円で、前年度比△５２，１９９千円（△

０．９％）となった。歳入科目ごとの決算額は下表のとおり。 

 前年度と比較すると、自主財源では町税が償却資産の減価償却による固定資産税の減な

どにより△３．８％、寄附金がふるさとづくり寄附金の増などにより＋２８５．７％、繰

越金が令和４年度形式収支の増により＋７３．５％、自主財源全体では＋８．４％となっ

〔 決算の収支状況 〕

令和５年度 令和４年度 差　　引 伸　　率

歳 入 総 額 Ａ 5,821,981 5,874,180 △ 52,199 △ 0.9

歳 出 総 額 Ｂ 5,601,721 5,556,929 44,792 0.8

形 式 収 支 Ｃ＝Ａ－Ｂ 220,260 317,251 △ 96,991 △ 30.6

翌 年 度 繰 越 財 源 Ｄ 13,666 39,796 △ 26,130 △ 65.7

実 質 収 支 Ｅ＝Ｃ－Ｄ 206,594 277,455 △ 70,861 △ 25.5

単 年 度 収 支 Ｆ △ 70,861 123,869 △ 194,730 △ 157.2

積 立 金 Ｇ 208,573 161,538 47,035 29.1

繰 上 償 還 金 Ｈ 0 0 0 -

積 立 金 取 崩 額 Ｉ 0 0 0 -

実 質 単 年 度 収 支Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ 137,712 285,407 △ 147,695 △ 51.7

※地方財政状況調査に基づく集計基準で集計してあるため、一部項目の金額については、一般会計の収支決
　算額と一致していない。

区　　　　　分

（ 単位：千円・％ ）
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た。 

 依存財源では、自動車税環境性能割交付金が交付額の増加などにより＋３１．９％、国

庫支出金が新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の減などにより△１５．

７％、町債が過疎対策事業債や災害復旧事業債の減などにより△１９．９％、依存財源全

体では△５．１％となった。 

 

 

〔 歳入決算額 〕

令和５年度 令和４年度 差　　引 伸　　率 構成比

1,351,933 1,405,082 △ 53,149 △ 3.8 23.2

26,395 24,119 2,276 9.4 0.5

49,274 48,153 1,121 2.3 0.8

62,684 52,100 10,584 20.3 1.1

96,753 25,086 71,667 285.7 1.7

30,179 41,464 △ 11,285 △ 27.2 0.5

317,251 182,864 134,387 73.5 5.4

51,064 53,569 △ 2,505 △ 4.7 0.9

1,985,533 1,832,437 153,096 8.4 34.1

68,839 68,276 563 0.8 1.2

129 137 △ 8 △ 5.8 0.0

1,976 2,651 △ 675 △ 25.5 0.0

2,021 1,795 226 12.6 0.0

13,053 10,722 2,331 21.7 0.2

176,110 180,741 △ 4,631 △ 2.6 3.0

　自動車税環境性能割交付金 7,248 5,497 1,751 31.9 0.1

2,848 2,916 △ 68 △ 2.3 0.0

2,022,529 1,980,474 42,055 2.1 34.7

648 720 △ 72 △ 10.0 0.0

800,816 950,244 △ 149,428 △ 15.7 13.8

389,331 399,570 △ 10,239 △ 2.6 6.7

350,900 438,000 △ 87,100 △ 19.9 6.0

3,836,448 4,041,743 △ 205,295 △ 5.1 65.9

5,821,981 5,874,180 △ 52,199 △ 0.9 100.0

※歳入決算額は、地方財政状況調査に基づく集計基準で集計してあるため、一部項目の金額については、
一般会計の収支決算額と一致していない。
（注）構成比は、表示単位未満を四捨五入したものであり、その内訳は合計と一致しない場合がある。

合　　　　　計

依

存

財

源 小　　　　　計

　町　債

　県支出金

　地方交付税

　交通安全対策特別交付金

　国庫支出金

（ 単位：千円・％ ）

区　　　　　分

　町　税
自

主

財

源

　分担金及び負担金

　使用料及び手数料

　財　産　収　入

　寄　附　金

　繰　入　金

　地方譲与税

小　　　　　計

　繰　越　金

　諸　収　入

　法人事業税交付金

　地方特例交付金

　株式等譲渡所得割交付金

　地方消費税交付金

　利子割交付金

　配当割交付金
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（ 歳 出 ） 

 令和５年度の歳出決算額は５，６０１，７２１千円で、前年度比＋４４，７９２千円（＋

０．８％）となった。歳出の目的別分類は、行政活動のどの分野にどれだけの経費が投入

されているかをみるものであり、前年度と比較して増減が大きいものについては下記のと

おり。 

 

 総務費      デジタル田園都市国家構想推進事業の増 

 民生費      価格高騰重点支援給付金事業の増 

 衛生費      新型コロナウイルスワクチン接種実施事業の減 

 農林水産費    漁村再生交付金事業の減 

 土木費      町河川管理事業、道路メンテナンス事業の減 

 消防費      新苓北分署敷地造成事業、ハザードマップ事業の減 

 災害復旧費    河川等災害復旧事業の減 

 

 

 

〔 目的別歳出決算額 〕

令和５年度 令和４年度 差　　引 伸　　率 構成比

63,832 70,239 △ 6,407 △ 9.1 1.1

1,303,995 1,163,333 140,662 12.1 23.3

1,554,472 1,433,670 120,802 8.4 27.7

363,677 388,018 △ 24,341 △ 6.3 6.5

0 0 0 0.0 0.0

261,468 278,704 △ 17,236 △ 6.2 4.7

230,109 232,501 △ 2,392 △ 1.0 4.1

472,265 498,741 △ 26,476 △ 5.3 8.4

228,256 256,600 △ 28,344 △ 11.0 4.1

372,471 364,239 8,232 2.3 6.6

64,353 150,900 △ 86,547 △ 57.4 1.1

686,823 719,984 △ 33,161 △ 4.6 12.3

5,601,721 5,556,929 44,792 0.8 100.0

土 木 費

※歳出決算額は、地方財政状況調査に基づく集計基準で集計してあるため、一部項目の金額につい
ては、一般会計の収支決算額と一致していない。
（注）構成比は、表示単位未満を四捨五入したものであり、その内訳は合計と一致しない場合があ
る。

公 債 費

合 計

衛 生 費

労 働 費

総 務 費

（ 単位：千円・％ ）

区　　　　分

議 会 費

民 生 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費
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歳出の性質別分類は、人件費・扶助費・公債費のように法令上又はその性質上支出を義

務づけられている｢義務的経費｣、道路橋りょう・学校・施設整備などに要する経費である

｢投資的経費｣、物件費・繰出金・補助費等の｢その他の経費｣に大別することができる。前

年度と比較して増減の大きいものについては下記のとおり。 

  

 扶助費      価格高騰重点支援給付金事業、保育所入所児童運営事業の増 

物件費      地域イントラネットワークシステム更新事業の増 

維持補修費    町有施設等活用事業（旧都呂々中学校）の減 

 積立金           基金運用事務（財政調整基金、ふるさとづくり応援基金積立）の増 

 普通建設事業費  ペーロン船格納庫改築事業、新苓北分署敷地造成事業の減 

 災害復旧事業費  河川等災害復旧事業の減 

 

 

 

各課の主要な施策は次のとおり。 

 

〔 性質別歳出決算額 〕

令和５年度 令和４年度 差　　引 伸　　率 構成比

817,140 843,336 △ 26,196 △ 3.1 14.6

954,706 755,434 199,272 26.4 17.0

686,823 719,984 △ 33,161 △ 4.6 12.3

2,458,669 2,318,754 139,915 6.0 43.9

833,774 765,320 68,454 8.9 14.9

88,963 108,358 △ 19,395 △ 17.9 1.6

735,175 767,860 △ 32,685 △ 4.3 13.1

423,522 290,785 132,737 45.6 7.6

840 1,260 △ 420 △ 33.3 0.0

706,777 732,870 △ 26,093 △ 3.6 12.6

2,789,051 2,666,453 122,598 4.6 49.8

289,648 420,822 △ 131,174 △ 31.2 5.2

64,353 150,900 △ 86,547 △ 57.4 1.1

0 0 0 - 0.0

354,001 571,722 △ 217,721 △ 38.1 6.3

5,601,721 5,556,929 44,792 0.8 100.0合　　　　　計

小　　　　計

　普通建設事業費

　災害復旧事業費

　補助費等

　積　立　金

　投資及び出資金・貸付金

　繰　出　金

小　　　　計

　人　件　費

（ 単位：千円・％ ）

区　　　　　分

　失業対策事業費

　扶　助　費

　公　債　費　

小　　　　計

　物　件　費

　維持補修費

義
務
的
経
費

そ
の
他
の
経
費

投
資
的
経
費
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２ 事業の成果 

 

１  総務課 

 

（１）一般管理費 

① 各区における地域活動を推進するため、地域が輝く行政区活動補助金（自治会活

動保険補助含む。）として、１７，４９６，３９０円を支出した。 

② 各区からの行政通信での要望件数が５８件あり、内訳のとおり対応を行った。 

（内訳：処理済５２件、後年度実施６件） 

③ 令和５年度における天草・苓北ふるさとづくり寄附金事業については、目標寄附

額１億円を達成するため、県内で一番ふるさと納税の寄附を集める高森町役場の取

り組みを参考に、地場産品基準（総務省告示第１７９号第５条）に基づく、苓北町

と関連性のある町外商品（みかん・米等）を返礼品として新規登録する取り組みを

進めた。また、令和５年５月から天草管内の肉類取扱畜産業者の「黒毛和牛」を新

たに追加したことで寄附額増額となった。 

さらに、県共通返礼品の「馬刺し」や「あか牛」を新規登録することで寄附額増

額に繋がったとともに、寄附額の底上げ及び新規寄附者を獲得するため、新規ポー

タルサイト（ふるなび・ANA）を新たに追加し、更なる拡充・寄附額の増額を図った。 

令和５年度の寄附状況は、合計件数が５，７００件で、歳入金額は９３，６５９，

０００円であった。なお、寄附の募集に係る経費として４７，１９５，３１７円(返

礼品代・送料・決済手数料・委託料・寄附金受領書発送業務等）を支出した。 

 

（２）文書広報費 

① 広報れいほくを毎月２１日（原則）に発行した。配布部数は、３，００３部（う

ち町外４５３部）であった。 

② お知らせ版を毎月５日（原則）に発行した。配布部数は町内２，５５０部であっ

た。 

 

（３） 財産管理費 

  町有地及び苓北町富岡港船客待合所、旧郷土資料館の適正な管理のため修繕及び支  

障木の伐採を行った。総額２，４０８，２３０円（７件）を支出した。 

 
（４）交通安全対策費 

交通事故防止と交通安全の確保のため、安全意識の常時啓発をはじめ、カーブミラ

ーなど安全施設の整備に努めた。 

   なお、町内における年次毎の事故発生件数は、次のとおりである。 
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 件数(件) 死者(人) 傷者(人) 備考 

令和元年 ３ ( 4,104) ０(69) ４( 5,092) （）は熊本県内の数値 

令和 2年 ６ ( 3,152) １(46) ５( 3,987) 〃 

令和 3年 ４ ( 3,188) ０(39) ４( 3,936) 〃 

令和 4年 ６ ( 3,175) ０(53) ９( 3,924) 〃 

令和 5年 ５ ( 3,312) ２(37) ３( 4,140) 〃 

 
 （５）庁舎管理費 

苓北町役場庁舎は、建築から２７年が経過し、屋根からの雨漏りや外壁のクラック

等が各所に見られたため、防災拠点施設としての機能維持・強化を図る必要があるこ

とから、令和５年度では、外壁塗装・防水、窓枠及びタイル補修等の改修工事として、

合わせて４７，３４６，５３１円を支出した。  
 
（６）電算システム管理費 

住民基本台帳、税、福祉、上下水道等、２７の事務システム（基幹電算システム）

及び財務・人事給与システム、文書管理システム等（内部情報システム）の管理・運

用を行った。 
住民票などを全国のコンビニエンスストアで交付可能にするための証明書等コン

ビニ交付関連システム改修委託料１０，９１７，５００円を支出した。 
その他基幹電算システム運用支援・保守にかかる委託料３２，２４１，０００円、

財務・人事給与システム、文書管理システム等（内部情報システム）の運用支援・保

守に係る委託料６，２３９，６４０円、基幹電算システムの標準化・共通化にかかる

調査等業務委託料６，５３３，３４０円を支出した。 
 

（７）情報化推進費 

① 行政情報基盤として地形図・道路台帳等を搭載したデジタル共通基盤データを作

成するとともに、その中から公開できる情報を公開するため、デジタル田園都市国

家構想交付金により、統合型及び公開型ＧＩＳ構築業務委託料として、９６，６２

７，３００円を支出した。また、マイナンバーカードを活用した窓口における申請

書類の作成支援、行政手続き・諸証明の発行におけるオンライン申請を支援するＡ

Ｉチャットボットなど、申請窓口をスマート化するため、デジタル田園都市国家構

想交付金により、申請書類作成支援サービス構築業務委託料及びオンライン申請サ

ービス構築業務委託料として、合計１８，６８２，４００円を支出した。その他、

インターネット上の仮想空間（メタバース）を活用したまちづくりの方策を研究す

るため、一般財団法人地域総合整備財団（ふるさと財団）の地域イノベーション連

携モデル事業の助成を受け、地域イノベーション連携業務委託料６，０００，００

０円を支出した。 
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② 苓北町地域情報通信基盤施設管理のため、保守委託料２１，３８４，５５０円を

支出し、苓北町ひかりネットワーク（ＩＰ告知端末、有線テレビジョン放送、光イ

ンターネットサービス）の運用を行った。 
※ＩＰ告知端末設置世帯・事業所数   ３，２６７件（令和５年度末） 
※有線テレビジョン放送施設加入世帯  １，１１２戸（令和５年度末） 
※光インターネット加入世帯・事業所数 １，４３６件（令和５年度末） 

③ 庁内及び町内各施設（公民館・学校等）等のネットワークに係るシステムの更新

のため、地域イントラネット等システム更新業務委託料３５，２４９，９４０円を

支出した。 
 

（８）消防費（常備消防費・非常備消防費） 
①  消防団員の福利厚生のため健康診断を継続して実施し、２３名が受診した。 
② 消防団員の永年勤続の功労に対し、退職消防団員のうち該当者１１名に功労金を 

支給した。  
  ③ 現有消防施設の状況は、別表のとおりである。 

④ 消防団員の規律保持のため、各種式典や団員訓練を実施するとともに、各班では 

常時消防資機材の点検を行い非常時に備えた。令和５年度における火災発生件数及 

び消防団員の災害出動状況は別表のとおりである。  

 
（９） 消防費（消防施設費） 

   防災行政無線浜２子局の建替及び機能強化を行った。 

   事業費：２，５２５，６００円 

   （財源：緊急防災・減災事業債：２，５００，０００円充当） 

 

（10） 消防費（災害対策費） 

  ① 災害時に被災者に対する応急対策が円滑かつ効率的に行えるよう備蓄品として

食料、飲料水及びミルクを購入した。支出額：１，２５７，１２０円 
  ② 第２期苓北町子ども・子育て支援事業計画に基づき、子育て世代を始めとした町 

民の憩いの場として、更には、災害時に威力を発揮する防災機能を有した公園の整 

備に向けて、町民のアイデアを反映した町民参加による防災公園の整備基本計画を 

策定した。 

 ＊上津深江広域避難地防災公園整備事業基本計画作成等業務委託料 

  ：６，８７５，０００円 
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○現有消防施設 

 

○火災発生件数及び消防団員の災害出動状況 

 坂瀬川 志岐 富岡 都呂々 計 

火災  ２件(129 人)   ２件(129 人) 

大雨・台風等      

地震      

水難      

計  ２件(129 人)   ２件(129 人) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消防ポンプ 積載車 消防倉庫 防火水槽 消火栓 戸別受信機 防災無線

坂瀬川 ４      ４      ４    ３３   ６９         ５

子局(再送信

子局含む）

１０

志　岐      ５      ５      ５    ４７    ９５    ３０ 子局　１７

富　岡      ４      ４      ４    ２３   ４９       ０ 子局    ７

都呂々      ３      ３      ３    ５０    ５７       ２３

子局(再送信

子局含む) 

１４

機動部      １      １      １      ０      ０ (予備)２２
親局・中継

局　　　２

計   １７   １７    １７  １５３ ２７０       ８０       ５０
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２ 税務住民課 

 

（１）戸籍住民基本台帳費 

  ① 戸籍の広域交付 
令和６年３月１日から、戸籍証明書等の「広域交付」が始まり、請求する権利の

ある方が要件を満たせば、苓北町以外の戸籍謄本等を交付できるようになった。 
３月実績：２８件 

   ② 令和５年度における窓口関係利用状況は、下記のとおりである。取扱件数は、全

体で前年度比＋６４件となった。 
 

 戸籍 住基関係 諸証明 個人番号カ

ード再発行 
印鑑登録 計 

本庁 3,726 1,971 2,471 44 162 8,374 

坂瀬川 57  91 105  0 253 

富岡 46 104 182  2 334 

都呂々 52 89 138  3 282 

計 3,881 2,255 2,896 44 167 9,243 

 

③ マイナンバーカード交付円滑化計画に基づき、カードの普及拡大に引き続き取   
り組んだ。 

カード交付率は、下記のとおりである。 

個人番号カード交付等事業費：５６５，３６５円 

    マイナンバーカード交付状況 

         令和５年３月末時点 交付人数 ５，４６５人 交付率８０．９％ 

         令和６年３月末時点 交付人数 ５，７２９人 交付率８７．２％ 

         前年度比                      ＋２６４人    ＋６．３ポイント 
 

（２）国民年金事務取扱費 

   令和５年度末の国民年金被保険者数は６９３人で前年度より５４人減少。また、国

民年金の令和５年度分月額の保険料は１６，９８０円となっている。 

   令和５年度末の国民年金保険料の納付の状況では、納付率８３．５％、保険料の  

免除率５４．７％、口座振替・クレジットカード納付加入率５７．５％となっている。 

   令和５年度末の国民年金受給の状況は、受給権者数３，０６９人で、国民年金の被 

保険者数の約４．４倍、受給金額合計は、２，２１８，４９７，５９６円となってい 

る。 
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（３）斎場費 

   定期点検の結果令和５年度は、斎場施設に係る修繕箇所は見つからず、補修や修繕 

は行わなかった。 

   なお、利用者の快適性向上のため、ホール用椅子と待合和室用椅子を各１０脚購入     

した。  

    備品購入費：４０４，８００円 

      なお、令和５年度火葬処理状況は、下記のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

令和５年中において、令和６年度から令和８年度までの指定管理者の審査・選定を 

行い、苓北町農業協同組合を選定の上、指定管理協定を締結した。 

平成３０年４月から苓北町農業協同組合と指定管理協定（指定管理者） 

   ※（ ）書きは、苓北町斎場の設置及び管理に関する条例第９条、苓北町斎場の設置及び管理に

関する条例施行規則第６条による無料扱い分で内数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 町内 町外 計 

大人（15 歳以上） 125(0)  8 133(0) 

子ども 0(0) 0 0(0) 

改 葬 6(0) 0 6(0) 

計 131(0) 8 139(0) 



- 11 - 

 

３ 企画政策課 

 

（１）企画費 

① 地域住民の生活及び社会経済活動に重要な地域公共交通の確保・機能維持を支援 
するための補助金を交付した。また、地域住民の生活及び福祉向上を図るための移 
動手段として巡回バスの運行を継続した。 
＊苓北町離島航路運営費補助金：１６，３８２，０００円 
＊地方バス運行補助金：１９，５９１，０００円 
＊天草エアライン機材維持費補助金：９，６０３，０００円 
＊公共交通応援事業補助金（天草エアライン運航維持確保応援事業） 

：１，５２０，０００円 
＊巡回バス運行経費（バス運転手報酬、燃料費等）：１１，２０７，５１２円 

② 一般財団法人自治総合センターのコミュニティ助成事業を活用し、地域における

コミュニティ活動に必要な設備等の整備に要する経費を支援した。 
＊コミュニティ助成事業補助金 

中尾区（エアコン、テレビ他）：１，５００，０００円 
浦区（エアコン、放送設備）：１，０００，０００円 

③ 町民の住環境の向上に資すると共に、町内の経済活性化を図ることを目的に、住 
宅のリフォームに要する経費を支援した。 
＊住宅リフォーム等支援事業補助金：２０件 １，６４３，０００円 

④ 結婚を希望する独身男女の意思を尊重しつつ、男女共同参画の視点からその希望 

を叶えるための出会いの機会を、天草市との合同にて提供した。 

＊結婚支援事業委託料：２９２，０３２円 
 ⑤ 本町に居住する外国人の困りごと相談に対応するため、電話相談窓口を天草市に 

在る外国人支援団体に委託し開設した。 
   ＊外国人電話相談委託料：５９４，０００円 
 ⑥ 運動・スポーツの習慣化による健康増進、併せて、地域健康ポイント制度の創設 

につなげるため、３０歳から６５歳の後期働く世代を対象に運動・スポーツ習慣化 
促進事業に取り組んだ。 

   ＊運動・スポーツ習慣化促進事業委託料：１１，７７０，０００円 
 ⑦ 苓北町第７期振興計画について計画の達成状況等を検証すると共に、町民アンケ 

ート調査や地域づくり実践塾での意見等を踏まえ、振興計画の後期となる第１４期 
基本計画（令和６～１０年度）を策定した。 
 ＊振興計画策定業務委託料：４，４００，０００円 

 ⑧ 新型コロナウイルス感染症の影響により開催延期を余儀なくされていた志岐氏 
サミットを７年振りに開催し、志岐氏に縁のある３６名の方に参加いただいた。 
＊志岐氏サミット事業（講師謝金、印刷製本費等）：８３８，１２５円 
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（２）地域間交流費 
各ふるさと会の運営に要する経費を支援すると共に、スポーツ等の地域間交流に要 

する経費を支援した。また、令和６年度に姉妹都市締結３０周年を迎える唐津市へ贈 
る記念品（天草アズレージョ）を製作した。 

＊ふるさと苓北会運営補助金（長崎・関東）：２００，０００円 

    ＊地域間交流促進補助金：２件 １２１，７９０円 

    ＊友好姉妹都市締結３０周年記念品作成委託料：７８３，０００円 

 

（３）統計調査費 
統計法に基づき、住宅・土地統計調査及び漁業センサス等を実施した。 
＊指定統計費（調査員報酬、消耗品費等）：１，０３６，９２９円 
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４ 福祉保健課関係 

 

（１）社会福祉総務費 

① 地域で見守り支え合う体制づくりを構築するために、関係各団体の集まり    

である「苓北町要保護児童対策協議会事務連絡会」を開催し、情報の共有を    

図った。 

② 民生委員・児童委員協議会と連携し、高齢者や障がい者・児童・生活保護    

世帯などに対し地域福祉の相談業務を行った。また、民生委員協議会へ補助    

金を交付した。 

③ 各地区の公民館や分館を活用して、社会福祉協議会・公民館長・民生委員が協力

して、高齢者の研修やサロンを展開し、地域福祉の推進を図った。 

※サロン：町内２３ヶ所で実施（他の４ヶ所は新型コロナウイルス感染          

拡大防止のため休止） 
④ 新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止していた「苓北町戦没者追悼式」を

４年ぶりに開催した。「天草郡市原爆死没者追悼式」は、実行委員会で協議した結

果、式典は中止とした。 
  ⑤ 少子化対策の一環として、結婚を奨励するために結婚祝い金を支給した。 

件数 給付額（円） 備考 

６ ３００，０００ 結婚１年後 

    また、結婚支援事業として実施した結婚新生活補助金については、対象者がいな 

かった。 

⑥ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し、電力・ガス・食料

品等の価格高騰による負担増を踏まえ、特に家計への影響が大きい低所得世帯（住

民税非課税世帯）に対して、１世帯当たり３万円を１，１９３世帯に支給した。 

（総額：３５，７９０，０００円） 

⑦ 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業として、エネルギー・食料品価格

等の物価高騰による負担増を踏まえ、特に家計への影響が大きい低所得世帯（住民

税非課税世帯）に対して、１世帯当たり７万円を１，０８９世帯に支給した。 

（総額：７６，２３０，０００円） 

⑧ 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業として、エネルギー・食料品価格 

等の物価高騰による負担増を踏まえ、特に家計への影響が大きい低所得世帯（住民 

税均等割のみ課税世帯）に対して、１世帯当たり１０万円を２５１世帯に支給した。 

（総額：２５，１００，０００円） 

 

（２）老人福祉費 

   介護保険法の円滑な実施の観点から、高齢者ができる限り寝たきりなどの要介  

護状態に陥ったり、状態が悪化することがないように、また、できるだけ自立した生

活を維持するための必要な支援を行うことが重要となっている。 

      介護保険サービスの対象外となる高齢者をはじめとする在宅の要援護者に対して、
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介護保険事業とは別に苓北町が地域の実情に応じて行う支援事業を実施した。  
７７歳以上の高齢者１，４１０人を招待して、４年ぶりに町内４か所で敬老会を開催

した。また、８０歳、８５歳、９０歳、９５歳の高齢者２５３人に各１万円、１００歳

の高齢者２人に各１０万円、合計２，７３０，０００円の敬老祝い金を支給した。 

 

 

（３）老人福祉センター費 

      平成１８年度から、公共施設の指定管理者制度導入により、苓北町農業協同組合に

施設の管理を委託している。利用者数については、新型コロナウイルス感染症拡大防

止に伴う利用制限がなくなったこともあり、前年度と比較して３０５人増加した。 
また、外灯修繕ほか５件の修繕を６２８，１２２円で実施した。 

※年間開館日数２８９日 

（４）障害福祉費 

① 重度心身障害者医療費助成事業により、身体障害者手帳１、２級所持者等    

に対して医療費の一部負担金の助成により、負担軽減を行った（１医療機関    

について、入院２，０４０円／月、外来１，０２０円／月を超えた額）。 

①苓北町の老人クラブの状況 (クラブ数・会員数は令和５年４月１日現在）

1,16333 1,781,7802,596,780

内町負担額（円）補助金（円）クラブ数 会員数（人）

②老人福祉施設等入所措置費の状況 （措置者数は令和６年３月３１日現在）

③生活支援事業

④在宅高齢者等移送サービス事業

給付費(円)

751 600,800

給付費(円)

855,300

延べ利用者数(人)

1,001

事業名

老人あん摩・はりきゅう
施術助成事業

事業名 利用者数(人)

発行者数(人) 延べ利用者数(人)

在宅高齢者等移送サービ
ス事業

116

69

19寿　康　園 苓北町

施設名（養護老人ホーム） 措置費(円)所在地 措置者数(人)

49,605,864

（利用状況）

48

人人 人 人 人 人 人 人 人

宿泊
回数券
利用者

団体
デイ

サービス
利用者

2,306 44851

15～59歳60歳～

0137342

～15歳 15歳～

町内 町外

～15歳

3,840 849

人 人

5,929

一日平均
利用者

13,902

合計
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② 身体障害者のうち在宅者に対して福祉年金を支給し、福祉の増進に努めた。 

③ 身体・知的障害者（児）への日常生活用具給付事業により、日常生活にお    

ける利便性向上が図られた。 

④ 自立支援給付事業により、身体・知的・精神障害者（児）の福祉増進を図った。 

⑤ 更生医療給付事業により、該当者の身体障害機能の軽減又は改善が図られ    

た。 

⑥ 身体障害者（児）補装具交付事業により、日常生活の利便性向上が図られ    

た。 

⑦ 障害者総合支援法に基づく地域活動支援センターをＮＰＯ法人「ひまわり    

の家」に委託した。 

     ※登録者数：１１名、年間委託料：４，１６７，０００円 

 

（５）児童福祉費  

   町内６ヵ所の認可保育所で児童に対し保育を実施し、児童福祉の向上に努めた。 

     本町では、町独自の保育料算定基準や、第３子以降の保育料を無償化するなどの  

保護者負担の軽減を行い、子どもを安心して生み育てる環境づくりを引き続き行  

った。 

① 世帯から２人以上入所した場合、高い方の児童の保育料を所得階層に関係    

なく半額とした。 

② 多子世帯子育て支援事業にも取り組み、第３子以降の児童分保育料を全額    

無償化し、多子世帯の子育てに対する支援を行った。 
③ 令和元年１０月から、３歳から５歳までの保育料（副食費を除く）を無償化   

し、さらに０歳から２歳までの非課税世帯の保育料も無償化とした。 

以上のように、保育料を軽減することにより国基準額に対する本町の保護者の負

担割合は４９．７％となっている。 

なお、特別保育事業についても、延長保育事業、子育て支援センター事業の他保

護者への育児講座、高齢者とのふれあい事業、休日保育事業、障がい児保育事業を

①重度心身障害者医療費助成事業 ④自立支援給付事業（身体・知的・精神）

及び計画事業

②身体障害者福祉年金（1人3,000円）

⑤更生医療給付事業

③地域生活支援事業

(障害者(児)日常生活用具給付事業ほか) ⑥障害者（児）補装具交付事業

229,205,907

給付件数（件）17,814,326

金額（円）件数（件）

金額（円）

金額（円）

86 2,015,520

給付件数（件）

4,724,772

金額（円）

金額（円）

260

金額（円）受給者件数（件）給付件数（件）

780,000

件数（件）

272 (延べ)

2,148 (延べ)

12 605,875

1,370 (延べ)
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実施した。また、放課後児童対策事業も引き続き実施した。 

④ 乳幼児・児童生徒の医療費負担に関し、保護者の負担を軽減するために、児童が

１８歳に到達する日以後の最初の３月３１日まで全額助成を行った。 

⑤ 少子化対策と子どもの健全な育成を図るため、９人に誕生祝い金２７０，０００

円を給付した。 
【その後、２人分（６０，０００円）は転出のため祝い金を返還してもらった。】 

⑥ 住民税非課税世帯及び住民税均等割のみ課税世帯の子育て世帯に対し、１８歳以

下の児童１人当たり５万円を総額１２９人で６，４５０，０００円を支給した。 
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（６）保健衛生総務費 

   将来を担う子ども達が心身ともに健やかに育つように、妊婦健康診査をはじめ各 
乳幼児健康診査や健康教育等を実施した。 

 
（７）新型コロナウイルスワクチン接種実施事業 

前年度に引き続き、全額国庫負担(補助)により実施された。接種の内容は、生後

６カ月以上の者への『初回接種』、５歳以上の者への『令和４年秋開始接種（オミ

クロン株２価）』が前年度から実施されていたが、令和５年５月８日から重症化リ

スクが高いとされる６５歳以上の者及び５歳～６４歳で基礎疾患を有する者並びに

医療・福祉施設従事者を対象に『令和５年春開始接種（オミクロン株２価）』を実

施。９月２０日から生後６か月以上のすべての者を対象に『令和５年秋開始接種

（XBB１価）』を実施した。 

  
（８）インフルエンザ予防接種費用助成事業 

     令和５年度においては、夏季からインフルエンザの流行がみられたため、新型コロ

ナウイルス感染症との同時感染による重症化の予防と、医療機関の病床確保、町民の

経済的負担の軽減のため実施した。定期接種（６５歳以上）については接種費用全額

の５，６００円を助成、任意接種については３，６００円を上限に助成した。 
 

①妊婦の健康診査 （受診結果）

人 人 人 人

②乳幼児健診

③健康教育

妊娠の届出（人） 実人員（人） 延べ人員（人） 異常なし 要指導 要精検 要治療

6

新生児等家庭訪問
実施数（延べ人数）項目 対象児数（人）受診児数（人） 受診率

16 20 127 107 13 1

7ヶ月児健診 19 19 100.0% 未熟児 0

3ヶ月児健診 13 13 100.0% 新生児 3

妊産婦 14

2歳児歯科健診 25 23 92.0% 幼児 27

1歳6月児健診 27 27 100.0% 乳児 13

項目 対象児数（人） 参加児数（人） 受診率（％）

離乳食講習会 12 11 91.7

3歳児健診 31 29 93.5%

よちよち学級 31 17 54.8
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（９）健康増進事業費 

   保健推進員５１名との連携による各種健診（検診）の啓発活動や、食生活改善推 
進員による普及活動、高血圧教室、健康相談等を実施し、健康意識の向上に努めた｡ 

（10）各種健（検）診事業 

生活習慣病の重症化予防やがん等の早期発見、早期治療を目的に、４０歳以上の 
方（子宮頸がん検診は２０歳以上）を対象に各種健（検）診を実施した。 

 

①各種健（検）診受診状況　　Ｒ５法定報告（速報値）

② 各種がん検診の受診状況

　※地域保健・健康増進事業報告に基づく。（令和６年７月１日現在の速報値）

○ 大腸がん検診 ○ 胃がん検診

〔対象者：40歳以上〕 〔対象者：40歳以上、国保被保険者は50歳以上〕

○ 肺がん検診 ○ 子宮頸がん検診

〔対象者：40歳以上〕 〔対象者：20歳以上の女性〕

○ 乳がん検診

〔対象者：40歳以上の女性〕

※地域保健・健康増進事業報告では乳房超音波受診者は含めない。

特定健康診査（Ｒ５）

163150.0%6231,247

積極的
支援
（人）

動機付
け支援
（人）

受診率
受診者
数（人）

対象者
数（人）

特定保健指導(Ｒ５)

74.5%3547

受診者数（人） 455

国保被保険者

対象者（人） 1,315

指導率
指導済者数

（人）
対象者数

（人）

受診率（％） 27.6%

国保被保険者

対象者（人） 1,236
受診者数（人） 341

141
21.6%

受診率（％） 34.6%

465

受診者数（人）

受診率（％）

国保被保険者

対象者（人） 652

国保被保険者

対象者（人） 1,315 対象者（人） 705

国保被保険者

受診者数（人） 197
受診率（％） 35.4% 受診率（％） 27.9%

受診者数（人）

①育成講座 ②健康相談・健康教育事業実施状況

回 回 人

人 回 人参加者数 32 集団健康教育 24 195

回数 参加者数

開催回数 4 随時健康相談 635 635

食改育成講座 項目
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（11） 食生活改善推進協議会 

栄養教室終了者が推進員となり、食生活改善の普及活動を通じて町民の健康づくり    
の認識を高め、健康の保持増進に努めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・食生活改善推進員活動状況 人

出席者数（人） 177

回数（回）

◎推進員数 34

対話や訪問

食改人数（人） 34
85

計

108
117
453

集会（集団）

23
83
276
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５ 水道環境課 

 

（１）環境衛生費 

① 地区内の環境保全のため、共同で害虫駆除活動を行う行政区（４地区）に対し、

薬剤購入費用の半額補助を行った。（水性煙霧剤７２ℓ） 
② 町内河川等の水質調査を１４箇所、河川水及び土壌中のダイオキシン類調査を２

箇所で実施した。 

 

（２）清掃総務費 
① 町民の一般廃棄物分別に対する意識の向上を図るため、行政区ごとに一般廃棄物 

処理対策推進委員を委嘱し、推進委員会議を開催した。 
② 令和５年度におけるし尿処理量は２５５．９ｋℓ、浄化槽汚泥処理量は１，４４

４．７ｋℓで、富岡浄化センター敷地内の前処理施設へ搬入し、富岡浄化センターで

処理をした。 
（単位：ｋℓ、％） 

年度 
し尿 浄化槽汚泥 合計 備考 

数量 前年度比 数量 前年度比 数量 前年度比  

元 499.5 +41.5 1,455.2 △0.2 1,954.7 +8.0  

２ 297.7 △40.4 1,466.9 +0.8 1,764.6 △9.7  

３ 306.6 +3.0 1,431.4 △2.4 1,738.0 △1.5  

４ 271.9 △11.3 1,474.9 +3.0 1,746.8 +0.5  

５ 255.9 △5.9 1,444.7 △2.0 1,700.6 △2.6  

 

（３）塵芥処理費 

① 資源物の分別収集の結果、資源物有償収入として２，７３４，５６２円の収入が

あった。ごみ処理については収集運搬委託料として３６，３１１，０００円、家庭

用大型ごみ収集運搬委託料として２，８０５，０００円、天草広域連合への負担金

として１２２，０１３，０００円を支出した。 

    (単位：ｔ、％） 
年度 可燃物 不燃物 小計 資源物 生ごみ 小計 合計 備考 
元 1,201 356 1,557 268 109 377 1,934  
２ 1,179 372 1,551 266 142 408 1,959  
３ 1,144 318 1,462 270 121 391 1,853  
４ 1,100 308 1,408 266 98 364 1,772  

５ 1,025 293 1,318 265 91 356 1,674  
前年度比 △6.8 △4.9 △6.4 △0.4 △7.1 △2.2 △5.5  

②  海岸漂着物地域対策推進事業及びボランティアによる不法投棄ゴミや海岸漂着物

ゴミの回収を行った。 
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６ 農林水産課 

 

（１）農業振興費 

① 農業・農村の多面的機能の発揮のための地域活動や営農の継続等に対して支援を 

することで担い手の育成等構造改革を後押しした。 

     ＊中山間地域等直接支払：１８地区（個別 1 含）７，２７５，７８１円 

      ＊多面的機能支払（農地維持支払、資源向上支払、長寿命化支払） 

     ４地区 １６，１３８，９１６円 

    ＊環境保全型農業直接支払：１９戸 ８６２，０００円 

② 農業経営安定及び生産力確保対策として農協及び農家に対し各種補助金を交付

した。 

     ＊農業振興補助金：１，９５２，７５４円 

        ・越冬完熟促進対策（２１戸）・みかん優良系統更新（２０戸） 

     ・樹園地マルチ被覆（７戸）・河内晩柑落下防止対策（２０戸） 

      ・果樹害虫防除対策（１３戸）・農の食育支援事業（２保育園） 

     ・ミニトマト土壌還元消毒（２戸） 

    ＊農業用廃プラスチック処理費補助金：延２４２戸 ４３８，７８９円 

    ＊園芸施設共済事業補助金：７１棟（２８戸） ３４７，３００円 

  ③ 次世代を担う農業者となることを目指す者の経営確立を支援するための補助金

を交付した。 

      ＊農業次世代人材投資事業補助金：対象者２名 １，１２５，０００円 

  ④ 県のモデル地区に指定されている坂瀬川鶴地区における農業ビジョン推進及び

用水路の改修費用を支援した。 

    ＊中山間農業モデル地区強化事業補助金：７，４７６，０００円 

  ⑤  有害鳥獣による農作物等への被害防止対策を実施した。 

    ＊イノシシ等有害鳥獣防除施設補助金：２８件 ５６５，０００円 

    ＊イノシシ駆除謝金：８４４頭捕獲 ７，２４６，５００円 

     （前年度比△７５頭 △６０９，５００円） 

      ＊有害鳥獣駆除対策協議会補助金:８５８，０００円 

  ⑥ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し、農業者の経営安定 

   及び省力化、生産性向上を支援するための支援金・補助金を交付した。 
＊新型コロナウイルス対策農業経営安定資金利子補給費補助金及び保証料助成費 

補助金：１７件 ６５６，３７９円 

     ＊農業省力化生産資材導入補助金 
生分解性マルチ：４２戸 ９，７１７，０００円 

    ＊農業経営収入保険掛金補助金：２３戸 １，０４４，８８０円 
    ＊農業資材価格等高騰対策事業補助金 
     【第３弾】 １２５件 ３，０４０，０００円 
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  ⑦  都市部からの短期就労の求人を創出し、農林水産業の繁忙期における人手不足

の解消を図るとともに、関係人口及び移住定住の促進する取り組みを行った。 
＊短期就労及び観光型移住体験業務委託（地域づくり夢チャレンジ推進補助金） 

委託料：受入者数１３名 ２，４０８，２３０円 
 

（２）畜産業費 

   優良繁殖牛・ＥＢＬ陰性牛の導入及び畜舎防疫対策を支援することで畜産農家の 

経営安定を図った。また、熊本県家畜市場への子牛の輸送に係る経費及び畜産業資材   

（ロールベールラップ、サイロ資材）の購入に係る経費を支援し、物価高騰に伴う畜  

産業経営の継続支援を行った。 

    ＊畜産振興事業補助金（優良家畜導入事業）：繁殖牛８頭 ３２０，０００円 

                （地方病性牛白血病清浄化事業）：陰性牛１頭  ５５，０００円 
    ＊優良血統和牛繁殖事業補助金 

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

     精液・受精卵８４本 ３６３，０００円 
＊家畜輸送費補助金：輸送子牛頭数１２３頭 ４７９，７００円 

    ＊畜産業資材高騰対策事業補助金: ２６経営体  ２，３４４，０００円 
 

（３）農地費・農業経営基盤強化促進対策事業費 

  ① 志岐ダムの適切な施設機能の維持、管理に努めた。 
＊志岐ダム管理事業補助金（県管理土地改良施設等総合マネジメント事業） 

４，８０９，０００円 
  ② 農地を効率的に利用する地域の担い手農家に農地の利用集積を推進した。 

    ＊農地有効利用事業補助金：１，６８１，１１０円 

     利用権設定面積 田：１１．２ ha  畑：５．５ ha 

 

（４）林業振興費 

  ① 森林環境譲与税を活用し、スギ・ヒノキに代わる新たな木材として注目されるセ 
ンダンの植栽･管理業務を実施した。 

      ＊センダン植栽･管理業務委託料：６２０，７１６円 

  ② 森林経営計画作成・施業集約化の促進に対する経費の一部を助成し森林の有する 

多面的機能の発揮を図った。 

    ＊森林整備地域活動支援交付金：４８５，０００円 

      対象面積：経営委託型８．９０㏊、共同計画等１８．３５㏊ 

③ 適切な森林管理のため間伐等の施業に対する経費の一部を助成し森林の公益機

能の向上を図った。 

     ＊森林環境保全整備事業補助金：５，２７４，０００円 

     対象面積等：間伐（切捨・集積）１６．６４㏊ 

            間伐（搬出）２４．６６㏊、作業道９６６ｍ 
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    ＊間伐等森林整備促進対策事業補助金：２５４，０００円 

     対象面積：間伐６．９５㏊ 

④ 間伐材の運搬経費の一部を助成し町内の優良な間伐材の流通を促進することで林

業・木材生産の活性化を図った。 

     ＊くまもと間伐材利用推進事業補助金：事業量６９㎥ ２３４，６００円 

 
（５）林道費 
 ① 林道の管理及び補修が必要な路線箇所の修繕等を実施した。 

＊林道蔭平線他修繕料：１，２３５，８５９円 

   ＊森林基幹道苓北天草線維持管理委託料：３，７１８，０００円 

        

 （６）水産振興費 

① 漁業経営安定及び生産力確保対策のための各種補助金を交付した。 

    ＊種苗放流事業補助金（車エビ・赤ウニ）：５３６，０００円 

      ＊水産物特産品販売対策事業補助金：２５２，０００円 

    ＊特産品開発養殖振興事業補助金：４２，０００円 

    ＊稼げる水産業づくり事業補助金：１１２，０００円 

  ＊漁業関係廃棄物処理対策事業補助金：５３，０００円 

② 水産基盤整備交付金事業により磯焼け対策（藻場保全）のための母藻投入等の事 

業を実施した。 

    ＊磯焼け・食害対策業務委託料：２，８０５，０００円 

③  新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し、経営の安定と漁業

の維持を図るための補助金を交付した。 

      ＊貝類等養殖設備更新事業補助金：７件 ２，５２３，０００円 
    ＊漁業燃油価格高騰対策事業補助金 

燃油１０３，４６２ℓ ２，５８６，５５０円 

 

（７）漁港建設費 

  ① 志岐漁港海岸の紺屋町地区避難地アクセス道路整備工事他１件を令和４年度か

らの繰越工事として実施した。また、緊急自然災害防止対策事業により坂瀬川漁港

（小路地区）西側防波堤の改修と坂瀬川漁港（和田地区）の浚渫工事を発注した。 

    ＊紺屋町地区避難地アクセス道路整備工事他：２件 ４１，８９９，０５９円 

    ＊坂瀬川漁港防波堤測量設計委託料：３，１９０，０００円 
    ＊坂瀬川漁港防波堤改修工事（令和５年度分）：１５，０００，０００円 
        （令和６年度へ繰越明許額：３９，０００，０００円） 
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７ 商工観光課 
 

（１）商工業振興費 

  ① 商工業の振興を図るため、苓北町商工会に補助金（運営補助）２，０００，００ 
０円を支出した。 

    ② 多様化及び複雑化してきている消費生活相談に対応するため、天草市と広域連携 
による相談体制により、専門資格を有する消費生活相談員による相談受付を行っ

た。また、随時、広報誌や行政告知放送を通じて被害防止の啓発に努めた。 

    消費者行政広域連携負担金：５５１，０００円 

③ 天草陶石研究開発推進協議会負担金３００，０００円を支出。協議会の主催で、

春の窯元めぐり及び秋の窯元めぐりが各５日間、苓北町内５窯元、天草市天草町２

窯元で実施された。 

    ＊春の窯元めぐり（５月３日～５月７日、来客者数４，１７８人）  
     ＊秋の窯元めぐり（１０月６日～１０月１０日、来客者数１，９０３人） 
  ④ 町内物産品の販路拡大支援として、熊日びぷれす広場において「天草苓北繁盛マ 

ルシェ」を２回開催した。 
また、町内宿泊施設・飲食店等の誘客促進のため、れいほくの朝ごはんプロジェ

クト・リピートカード事業を行い、町内飲食店等の周知やリピーターの獲得などに

つなげた。 
 特産品販路拡大事業補助金：３０４，０００円 

⑤ 新型コロナウイルス感染症の影響により、運転資金等のために融資を受けた町

内事業所へ、事業者の負担軽減、事業の継続支援等を目的として、以下の補助金

による支援を行った。 
    ＊中小企業新型コロナウイルス感染症対策特別利子補給費補助金 
     ２，６５４，２０３円（１８件） 

  ⑥ 原油・エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者に

対し、負担軽減を図るため下記の支援を行った。 
    ＊運送事業者原油価格高騰対策事業支援金：１，３７５，０００円（７件） 
                                  （３９台） 
    ＊ＬＰガス価格高騰対応生活者支援事業補助金：１１，１６６，０００円 

（１，４８０件）  
    ＊地域振興券事業（第３弾）：６２，６３１，０００円（発行に係る交付金） 
      使用実績 
       ６２，６３１，０００円（換金額）／６４，０７０，０００円（発行額） 

＝９７．７５％  
 

（２）観光費 
① 町内公共観光施設のトイレ管理として、クリーンパトロールによる巡回清掃管理  

及び観光施設の除草作業等による管理を行った。 
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② 新型コロナウイルス感染症の影響で３年連続中止となっていた２大イベント、     

第３５回「苓北じゃっと祭」並びに第７回「富岡城お城まつり」を４年ぶりに実施

し、入込客の増加に努めた。苓北じゃっと祭事業補助金 ：２，０００，０００円 
富岡城お城まつり事業補助金：１，４７８，０００円 

③ 観光振興を図るため、あまくさ苓北観光協会へ補助金４，９３４，０００円を支 
出した。 

  ④ 関係者間の橋渡しをしながら、町の重要プロジェクトである「あまくさ苓北観光 
協会の組織強化」などを推進するための現場責任者として、「地域プロジェクトマ 
ネージャー」制度を活用し、体制整備などプロジェクトの自走化に向けた業務を行 
った。 

  ⑤ 観光・物産振興等により地域活性化を図るため、昨年度に引き続き「地域活性化 
起業人」制度を活用し、観光振興に対する提言・支援の業務を行った。 

  ⑥ 地域ならではの観光資源を活用した新たな観光コンテンツ造成・プロモーション 
等を行うため、熊本県地域づくり夢チャレンジ推進補助金を活用し、下記の事業を 
実施した。 

    ＊連携型商品ブラッシュアップと地域密着型情報発信を通した交流活性化事業 

                              ３，０９９，８００円 
  ⑦ 観光拠点の整備及び観光資源の磨き上げのため、熊本地震復興観光拠点整備等推 

進事業交付金を活用し、下記の事業を実施した。 

 ＊富岡の「股のぞき台」整備（２基）、説明看板・誘導看板の設置（４箇所） 

４，７８８，３００円 

    ＊富岡海域公園駐車場に非接触型オートキャンプエリア（２区画）を整備 

     （給電設備等設置、展望デッキ整備、通景伐採 等）  ６，４００，９００円 

 

（３）温泉センター管理費 

  ① 温泉センター指定管理委託料を指定管理者長井商事株式会社へ２４，７５１，１ 
００円を支出し、温泉センター施設の管理を行った。 

     利用者数：計７０，８０４人（町内５１，９０３人、町外１８，９０１人） 

  ② 基本協定に基づく燃油価格高騰に伴うリスク分担分として３８４，０００円を支

出したほか、老朽化による温泉センター高圧ケーブル布設替修繕１，３５６，３０

０円を支出した。 

 

（４）富岡城公園管理費 
 熊本県富岡ビジターセンターについて、熊本県との事務委託契約に基づき、管理運 
営を行った。昨年度に引き続き富岡城公園の下櫓の外壁・築地塀の劣化が激しかった 
部分について過疎対策事業債を活用し、漆喰修繕として３，３１６，０１６円を支出 
した。 

また、苓北町歴史資料館についても、施設の管理運営を行った。 
ワーキングスペース富岡城東角櫓の利用促進のため、熊本県地域づくり夢チャレ
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ンジ推進補助金を活用し、企業とのマッチング・体験ツアーを実施した。 
（関西圏域・福岡圏域の企業・個人事業主を対象として実施） 

計３回 実施  ８９５，６３０円  
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８ 土木管理課 
 

（１）やまびこ活動費 
    各行政区から申請のあった２９件について、修繕等を実施した。 

   小松区排水路修繕他（全２９件）：１０,６１４,３４５円 

 

（２）道路維持費 
  補修が必要な町道の修繕等を実施した。 

   町道小松宇土線舗装修繕他維持補修費：１０，０６４，０４１円 
  土砂撤去等重機等借上料：２，４４１，７２８円 

   町道志岐山線排水対策工事：３，５８２，８９４円 
 

（３）道路新設改良・舗装費 

     道路法面保護工事１路線、局部改良工事１路線、舗装工事６路線を実施した。 
      （舗装工事は令和４年度からの繰越分含む） 

   町道年柄１号線落石防護柵設置工事：７，５００，２６７円 
   町道上津深江線局部改良工事：１２，３７５，８６８円 

      町道矢形平線舗装補修工事他（全６件）：５４，９１７，８７６円 
 

（４）橋梁維持費 

   橋梁点検・補修設計を実施するとともに、老朽化した橋梁の補修工事を実施した。 
      橋梁点検・補修設計業務委託：１０，１２２，５２６円 

      陣内橋補修工事：１３，６２６，１６４円 
 

（５）河川費 

   町河川工事として､河川の浚渫等工事及び県営事業費の一部を負担した。 
      三会川浚渫工事他（全４件）：１５，３９３，６４９円 

県営事業（※）負担金：１０，２１４，５５０円 
（※急傾斜地崩壊対策・海岸堤防等老朽化対策） 
 

（６）港湾管理費 
   港湾関係工事として、上津深江港簡易浮体式係船岸製作工事及び年柄海浜地駐車 

場舗装工事を実施した。 
   上津深江港簡易浮体式係船岸製作工事：１８，０４１，８９４円 
   年柄海浜地駐車場舗装工事：２，０３５，０００円 

 

（７）住宅費 
  補修が必要な公営住宅等の修繕及び轟団地進入路舗装工事、西原住宅解体工事を 

実施した。 
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   公営住宅修繕料：５，７５２，２３０円 
   轟団地進入路舗装工事：１，０９２，３００円 
   西原住宅解体工事：２，０３６，４９８円 

 
（８）災害復旧費 

   令和５年に発生した町道、町管理河川の災害復旧工事を実施した。 

   河川等災害復旧工事（４件＋Ｒ６繰越分の前払金５件）３８，２４２，５８７円 
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９ 教育委員会 

 

【学校教育の振興】 

（１）町内の小中学校に勤務する教職員に対して、教育課程、授業参観指導、校長・

教頭面談、その他学校教育に関する専門的事項の指導をするため学校教育指導員

を引き続き雇用し、教職員の指導強化を行った。 
学校教育指導員配置事業：総額２，９７８，４７４円 

 

（２）平成５年度から制度化している入学準備金を地元中学校から熊本県立天草拓心 
 高校マリン校舎への入学生６名の保護者に対し、合計１８０，０００円を支給し

た。 
 

（３）中学校の英語指導のため、英語指導コーディネーター１名を雇用し、語学力の 
向上を図った。 

 

（４）奨学資金として大学生等２名に８４０，０００円の貸し付けを行った。 

 

（５）児童・生徒の読書を推進するために、希望の図書を小中学生１人あたり１冊購 
入できる「子ども図書推薦制度」を継続するとともに、寄贈本との調整を行い学 
校間の図書環境の平準化を図った。また、引き続き学校司書１名を町で雇用し、 
学校図書室の蔵書整理と読み聞かせ等の読書活動を実施するとともに、坂瀬川小 
学校・志岐小学校・都呂々小学校において蔵書点検を実施し、より良い図書室づ 
くりに努めた。 
 学校図書館司書配置事業：総額２，５０８，７５１円 

   図書購入費 

小学校費：１，３５３，３１９円 

中学校費：  ４６５，５５２円 

 

（６）教育効果を高めるために、以下の事業を実施し教育環境の整備を行った。 

① 施設整備 

各小中学校の修繕を要する箇所について、優先順位並びに緊急性を考慮し修繕を行 

った。 

小学校費：志岐小学校高圧ケーブル取替他修繕料：７，２１６，３７９円 

中学校費：苓北中学校電話設備交換他修繕料：２，１０２，２６５円 

② ＩＣＴ教育支援事業 

  ＧＩＧＡスクール構想タブレット端末等の維持管理及び授業支援を行った。また、

デジタル田園都市国家構想推進事業により、全小中学校に校務支援システムを導入

し、教職員の事務効率化を図るとともに、教育相談や教材研究の時間を増加させるな

ど教育の質の向上を図った。 
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   ＩＣＴ教育事業（小学校費）：総額１，９９４，７２０円 
   ＩＣＴ教育事業（中学校費）：総額１，２２４，１５０円  
   デジタル田園都市国家構想推進事業（校務支援システム導入他） 
                総額：１８，６７１，９８９円 
 

③ 特別支援教育支援を必要とする児童生徒への対応のため、町内４小学校に、特別 
 支援教育支援員９名を配置した。 

学校教育支援事業（小学校費）：総額１７，４３３，６６１円 

 

（７）各学校における教職員研修の充実、児童生徒の学力向上を図るために、学校指定 
研究補助（小学校費：６０１，６７９円、中学校費：１６８，０００円）、クラブ 
活動補助（小学校費：７２，８８４円）や部活動補助（中学校費：７６，３００円） 
等の教育活動推進に係る助成を実施した。 

     また、小学校の部活動の社会体育移行に伴い、社会体育クラブ活動補助金を６団 
体に対し、合計２１０，０００円交付した。 

 

（８）学校給食費負担軽減事業 

新型コロナウイルス感染症の影響の長期化により、物価が高騰し、学校給食の実施 
に影響を与えていることから、保護者負担の軽減を図るとともに学校給食を円滑に実 
施するため、令和４年度に引き続き新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付 
金を活用し、高騰する食材費の増額分の負担を支援する苓北町学校給食物価高騰支援 
補助事業を実施した。 

  学校給食費負担軽減事業補助金：１件 ４，３７５，３２０円 
 

【生涯学習・社会教育の振興】 

新型コロナウイルス感染症の位置づけが令和５年５月８日から５類感染症へ移行し

たことに伴い、各種活動が徐々に再開されるようになった。 

 

（１）町民の学習活動支援等のため、各層にわたる社会教育事業を実施した。 

 ① 公民館において、高齢者対象のスマホ教室など各種講座を開設した。 
 ② 地域ぐるみで子どもを育てる体制づくりのため、地域学校協働活動事業や地域未 

来塾事業を実施し、学校と地域の交流が活発化した。 
地域学校協働活動推進費補助事業：総額１，１０３，１７４円 

 ③ コロナ禍後に再開した地区盆行事に対し補助を行った。 

地区行事補助金 ２件 ２４３，１００円 

 

（２）苓北町人権学習会の開催や人権啓発のぼり旗の設置などを行い、人権教育の啓発  
を図った。 

   人権啓発事業：総額２１３，５２０円 
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【芸術文化の振興、文化財の保護】 

 

（１）文化振興・文化財保護のため、次の事業を実施した。 

 ① 地域住民の生涯学習の成果発表の場として、各地区で文化祭を開催した。 
 ② ニューイヤーコンサートやスマイルコンサートを開催した。 
   文化事業等出演者謝礼：１７３，０００円 

③ 町指定文化財の保存と発信を図る取り組みとして、苓北町歴史講座を４回開催し 
た。 

   文化財保護事業：総額２，１８１，４６２円 

 

【スポーツの振興】 

 

（１）総合型地域スポーツクラブ「クラブれいほく」の自立に向けての補助を引き続き 
実施した。「クラブれいほく」は、平成２１年３月２９日に設立し、同年６月１日 
に１４種目で活動をスタートした。令和３年６月からソフトボール競技を新設し

た。 

令和５年度末の実動種目は３種目、会員数は８０名である。 

   総合型地域スポーツクラブ運営補助金：１件 ５００，０００円 

 

（２）交流人口の増加と地域活性化を図るとともに、地域住民の健全な精神と身体を養  
い、健康づくり・体力づくりを強化し明るい町づくりに寄与することを目的に「苓 
北夕やけマラソン２０２３」を開催した。総参加人数は４２０名で、うち３５９名 
は町外からの参加者であった。 

   夕やけマラソン大会事業  総額：３，６４７，０２６円 
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１０ 坂瀬川財産区特別会計 
 

坂瀬川財産区管理会開催に伴う管理会委員報酬及び費用弁償計１２０，１００円を、 
また、森林保険料として２３１，３６８円を支出した。 
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１１ 都呂々財産区特別会計 
 
 都呂々財産区用地が一部崩落し、近隣農地の給水源に支障を及ぼしていたため、支障木 
伐採業務委託料として９７９，０００円を支出した。 

また、都呂々財産区地域振興補助金を、都呂々まちづくり協議会活動補助、屋外ベンチ

購入補助及び１区集会所改修補助金として合わせて、２，５７１，０００円を支出した。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



- 34 - 

 

１２ 国民健康保険特別会計 

 

 令和５年度は、国民健康保険制度改革（平成３０年度）から６年目にあたり、熊本県の

財政運営のもと適正な業務の執行に努めた。給付事業（療養の給付費、療養費、高額療養

費など）については熊本県国民健康保険団体連合会と連携し適正に執行した。各給付に係

る事業費は決算書のとおりである。 

 その他、具体的な事業の取組み内容は、次のとおりである。 

 

（１）国民健康保険税の収納状況 

国保税の収納率については、１０・１１月に徴収強化月間を設けるなど努力を続け

徴収率向上を図っているが、現年度分については９７．７７％（前年度比△０．０７ポ

イント）の実績となった。なお、滞納繰越分の収納率は１３．８２％（前年度比＋３．

２８ポイント）、令和６年度への滞納繰越額は、１３，８０４，４３３円となり、前年

度より１，２４９，４８１円の減となった。（不納欠損額２，０７９，２４４円） 

 

（２）医療費の適正化に向けた取り組み 

医療費の適正化に向けた取り組みとして、会計年度任用職員１名（専門職）を配置

し、診療報酬明細書（レセプト）の点検を実施した。また、レセプトの内容により、交

通事故など第三者行為と思われる疑わしいものについては、どのような状況・理由で

診療が必要になったのかを本人に通知・確認を行い医療費の適正化に努めた。 

   また、同一疾病で複数の医療機関を受診し、同一効果の調剤を複数の医療機関で処 

方されている方を対象に、薬の副作用や医療費の適正化を図ることを目的として保健 

師が面談指導を実施した。 

併せて、被保険者への医療費適正化の啓発事業として、医療費通知を年６回（２ヶ月 

分を記載）、ジェネリック医薬品差額通知を年２回（半年分を記載）、該当世帯へ配布を

行った。 

 
（３）保健事業について 

国民健康保険事業における保健事業は、第２期保健事業実施計画（データヘルス計

画）に沿い、生活習慣の改善により予防可能な生活習慣病や、これを起因として発症す

る糖尿病や高血圧、さらにこれが重症化し日常生活に支障をきたすこととなる糖尿病

性腎症及び人工透析、生命に危険を及ぼす虚血性心疾患・脳血管疾患といった疾病の予

防対策に重点を置き事業の推進に努めた。 

なお、本事業は医療費抑制につながり、ひいては国保税負担の抑制につながることか 

ら全国的（熊本県内全市町村）に取り組んでいる事業である。 

 

①特定健康診査について 

生活習慣病予防を目的として平成２０年４月１日から市町村（保険者）に義務が課 

された特定健康診査の受診率向上を図るため、集団健診（役場での健診）を実施（６
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月３日～４日）、また、契約医療機関等での個別健診、併せて３０歳以上の被保険者を

対象に人間ドック費用の助成事業（実績３１０名、対前年度＋７名）を実施した。さ

らに、生活習慣病の発症が若年化していること、また、若いうちから健診受診を習慣

化させることを目的として、２０歳～３９歳を対象として生活習慣病予防健診（独自

施策）を集団健診時に実施した。 

その他、特定健診未受診者対策事業として国保保険者努力支援事業交付金（国保ヘ 

ルスアップ事業）を活用し、年２回の個別勧奨通知の発送、みなし健診事業（情報提 

供事業）を実施し受診率の向上に努めた。 

 特定健診受診率 Ｒ５暫定値：５０．０％（前年度比＋２．６ポイント） 

Ｒ４確定値：４７．４％  

 

 ②特定保健指導について 

   特定保健指導は、特定健診と同様、市町村（保険者）に義務を課された事業で、メ   

タボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）の対策を大きな目的として、生活習慣病   

の予防と改善を図るため、積極的支援・動機付け支援を、保健師２名、管理栄養士２ 

名(うち会計年度任用職員１名）により個別訪問・面談方式で実施した。併せて、重症 

化予防として、糖尿病未治療者や糖尿病治療中のコントロール不良者、高血圧や脂質 

異常症等を対象として、健康相談、食生活改善指導を実施した。 

 特定保健指導率 Ｒ５暫定値：７４．５％（前年度比２２．６ポイント） 

Ｒ４確定値：５１．９％  

 

 国民健康保険特別会計の決算額については、下記のとおりである。 

 

     歳入総額   １，０２２，００４，０９４円 

        歳出総額   １，０１１，２４６，９８６円  

    実質収支額        １０，７５７，１０８円 
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○　被保険者数及び保険給付の状況〔国民健康保険事業状況報告書（事業年報）に基づく。〕

※合計の数値について千円単位の端数処理により一般・退職の合計数値と異なる場合がある。

○　その他の給付費

○　無受診世帯の状況（世帯数）

1,824 94,636R4 1,782 34,436 872,902 489,844

R4 0 0 0 0 0 0

94,636R4 1,782 34,436 872,902 489,844 1,824

△ 1

合　　計 8 7 8 8 4 △ 4

　都呂々地区 2 1 2 1 0

△ 2

　富岡地区 0 0 1 1 2 1

　志岐地区 5 4 4 3 1

対前年度

　坂瀬川地区 1 2 1 3 1 △ 2

地区名 R1 R2 R3 R4 R5

12 63.2%

決算額（千円） 440 180 200 380 240 63.2%
葬祭費

件数 22 9 10 19

1 100.0%

決算額（千円） 2,084 1,648 1,680 408 500 122.5%
出産育児一時金

件数 6 4 4 1

R1 R2 R3 R4 R5 対前年度比

対前年度比 △ 6.3% △ 4.5% △ 1.0% 5.7% 6.0% 3.3%

R5 1,669 32,874 864,333 517,875 1,933 97,788

1,645 85,914R3 1,851 34,675 838,885 453,206

R2 1,875 33,297 835,197 445,438 1,585 89,358

R1 1,932 35,908 914,952 473,577 1,720 98,344

合
　
計

対前年度比 － － － － － －

R5 0 0 0 0 0 0

0 0R3 0 0 0 0

R2 0 6 33 － 0 0

R1 4 80 2,470 617,508 5 259

退
　
職

対前年度比 △ 6.3% △ 4.5% △ 1.0% 5.7% 6.0% 3.3%

97,788R5 1,669 32,874 864,333 517,875 1,933

R3 1,851 34,675 838,885 453,206 1,645 85,914

89,358R2 1,875 33,291 835,164 445,421 1,585

R1 1,928 35,828 912,482 473,279 1,715 98,085

高額療養費

件数（件） 金額（千円）

一
　
般

年度
被保険者数
平均（人）

受診件数
（件）

医療費総額
（千円）

一人あたりの
医療費（円）
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１３ 介護保険特別会計 
 

 介護保険は平成１２年４月から介護を社会全体で支え合う制度として発足したもので、

令和５年度は第８期事業計画（令和３～５年度）の最終年となった。制度では、保険者を

町とし、住所を有する６５歳以上の者（住所地特例者を含む）が第１号被保険者、４０歳

以上６５歳未満の医療保険加入者が第２号被保険者となっている。 

 第６期までに、軽度者を改善、重度化させないように予防重視型システムが確立され、

併せて要介護認定される前の特定高齢者を把握し、介護予防する地域支援事業が実施され

てきた。また、軽度者の方や、地域の高齢者を総合的に支援する地域包括支援センターを

保健センターへ設置し、令和２年度からはこの業務を社会福祉関係団体との連携を図りな

がら実施するため、苓北町社会福祉協議会に業務委託し、相談業務や介護予防ケアマネジ

メントを実施している。 

 介護に要する財源は公費５０％（国２５％、県１２．５％、町１２．５％）、保険料５

０％（第 1 号被保険者２３％、第２号被保険者２７％）となっている。 

保険料のうち、第１号被保険者（６５歳以上）収入額は１７０，７６６，２６０円であ

り、うち特別徴収分は１５９，７４７，６００円、普通徴収分は１０，８８１，６８０円、

滞納繰越分は、１３６，９８０円で、現年度分の収納率は９９．８％であった。 
また、介護給付費については施設介護サービス給付費、高額介護サービス費等の減少に

より、前年度比△０.４％の総額９５２，９４８，７２８円となった。 
 

①人口統計と被保険者数（令和６年３月末） 

総人口 6,331 人 

第 1 号被保険者 

（６５歳以上） 
2,865 人 

 

②要介護（要支援）認定者数（令和６年３月末 単位：人） 

 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合計 

第１号被保険者 40 58 119 83 49 83 43 475 

第２号被保険者 0 1 1 0 0 0 0 2 

合計 40 59 120 83 49 83 43 477 

 

 

③居宅介護（介護予防）サービス受給者数（令和６年３月分 単位：人） 

 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合計 

第１号被保険者 24 44 63 52 25 17 5 230 

第２号被保険者 0 1 0 0 0 0 0 1 

合計 24 45 63 52 25 17 5 231 
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④地域密着型（介護予防）サービス受給者数（令和６年３月分 単位：人） 

 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合計 

第１号被保険者 5 2 24 15 12 13 9 80 

第２号被保険者 0 0 0 0 0 0 0 0 

合計 5 2 24 15 12 13 9 80 

 

⑤施設介護サービス受給者数（令和６年３月分 単位：人） 

 介護老人福祉施設 介護老人保健施設 介護医療院 合計 

第１号被保険者 41  69  28  138  

第２号被保険者 0  0  0  0  

合計 41  69  28  138  

 

⑥介護給付実績（令和５年度計 単位：円） 

介護サービス等給付費 886,114,844  

介護予防サービス等給付費  37,369,004  

高額介護サービス費  28,796,376  

審査支払手数料 668,504  

合計 952,948,728  

 

⑦地域支援事業実績（令和５年度計 単位：円） 

介護予防・日常生活支援総合事業  24,266,814  

包括的支援事業・任意事業 5,254,602  

合計 29,521,416  
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１４ 後期高齢者医療特別会計 
 ７５歳以上の高齢者（一部６５歳以上）は、平成２０年４月から創設された「後期高齢

者医療制度」で医療を受けることになっており、苓北町では、保険料の徴収及び各種申請

の受付などの窓口業務等を行った。 

 保険料収入額は、８１，６６４，４００円で、特別徴収分が５６，３１２，９００円、

普通徴収分が２５，２２６，５００円となっており、収納率は９９．８％であった。 

 

（１）被保険者数（令和６年３月末現在） 

○ 被保険者（熊本県全体）       ２９８，３４４人 

○ 被保険者（苓北町）                      １，５７９人 

○ 被保険者のうち障害認定者（苓北町）             ８人 

 

（２）保険料 

○ 個人毎に算定された額を一人ひとりが納付し、原則として年金から天引き 

・均等割額       ５４，０００円 

・所得割率     １０．２６％ 

・保険料最高限度額    ６６万円 
 

（３）被保険者の一部負担割合 

○ １割負担（一定以上所得のある者は、２割または３割負担） 

 

（４）制度の運営財源 

○ 公 費  ５割（国４：県１：市町村１） 

    ○ 支援金  ４割（国民健康保険、健康保険組合、共済組合など） 

    ○ 保険料  １割（被保険者保険料） 

 

（５）運営主体 

○ 熊本県後期高齢者医療広域連合（県内４５市町村で構成） 

        ・被保険者の資格管理や保険証の発行 

        ・保険料の賦課決定 

    ・医療費の給付 など 

○ 苓北町 

        ・保険料の徴収 

        ・各種申請の受付 など 
 

（６）苓北町の医療費（令和５年３月～令和６年２月診療分 単位：円） 
 

 

医  科 歯  科 調  剤 その他 計  

 1,446,563,420 44,393,170 223,517,640 75,707,736 1,790,181,966 
※その他の内訳：療養費（補装具等）・食事生活療養費・訪問看護療養費 
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（７）健康診査の実施 

      熊本県後期高齢者医療広域連合から委託された健康診査業務を町内４医療機関  

に再委託し実施した。 

※受診者数                                                 （単位：人） 

  

 

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度  

 227 166 177 242 231 
 

（８）歯科口腔健康診査の実施 

   熊本県後期高齢者医療広域連合より委託された歯科口腔健康診査業務を天草郡  

市歯科医師会に再委託し実施した。保険証交付時の受診勧奨チラシの同封や７５  

歳到達者説明会での受診案内、訪問による受診勧奨を実施した。新たに町内医療機関

への受診勧奨依頼、未受診者への受診勧奨通知の発送を実施し、受診者数は前年度よ

り１５人増の２７人であった。 
 

（９）後期高齢者訪問指導事業の実施 

      後期高齢者健康診査の受診結果をもとに栄養士（会計年度任用職員）が訪問し、  

健診結果と生活との関連について説明を行うとともに、各々にあった栄養指導を行っ

た。 

   ※対象者 

        血圧、糖代謝、脂質代謝、腎機能の項目が受診勧奨判定値を超えている人。 

   ※訪問実績                                       
        高 血 圧：重症化予防  １５名 発症予防  ７４名 

        糖 代 謝：重症化予防  １５名 発症予防  ７１名 

        脂質代謝：重症化予防    ４名 発症予防  ２３名 

        腎 機 能：重症化予防  ３０名 発症予防   ５名  
    ＊令和４年度より重症化予防の評価指標を変更し訪問を実施 
 

（１０）後期高齢者運動指導の実施 

      加齢などに伴う筋肉量の減少予防のため、筋力アップを目的として運動指導を  

実施した。 

     ※対象者：苓北町に住所を有する高齢者（主に後期高齢者医療の被保険者） 

     ※指導実績 

    集団指導 開催回数５０回 参加者延べ４４５名（うち７５歳以上３４４名） 

    個人指導 実施回数１９０回 
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１５ 水道特別会計 

 

 坂瀬川・西川内、鶴、志岐・上津深江、都呂々・富岡の４簡易水道で、各家庭、事業所

等へ水道水の供給を行っている。今年度は安全で安定した水道水の供給のため以下の工事

を実施するとともに、水質管理と各施設の適正な維持管理、漏水等の早期発見・修理を最

重要課題として、日々の管理の徹底に努め、水道管理費として総額で１６１，７３２，７

７５円を支出した。 
工事請負費として 
＊志岐浄水場遠隔監視システム設備工事他：２４，０００，０００円（令和４年度から 

の繰越分） 
＊町道尾越線配水管布設替工事他：１８，３８５，９００円を支出した。 
公営企業会計移行に伴う業務委託料として 
＊簡易水道事業統合認可申請業務委託：６，１３８，０００円 
＊公営企業会計移行支援業務委託：１，５５４，８００円 

＊水道料金等システム改修業務委託：２，７９９，５００円 

＊公営企業会計システム導入業務委託：２，１７２，５００円を支出した。 

 
主なものとして浄水場等の電気料金１４，９２９，４５７円、薬品代３，８３４，９７

７円、漏水修理等の修繕料２７，４９９，６１６円、土曜・祝祭日等の水道施設管理委託

料５，５０５，５００円、都呂々ダム共同管理費負担金として８，５７８，９９４円を支

出した。また、公課費として消費税５，００２，８００円を支出した。 

 
起債元金償還金として３８，９４０，５１９円、利子償還金として６，５６５，１８２

円を支出した。 
また、水道事業の公営企業会計移行に伴う業務委託のため１２，２００，０００円、志

岐浄水場遠隔監視システム設備工事他のため３３，５００，０００円を借り入れた。 
その結果、令和５年度末の地方債残高は、３３６，２０７，２２０円で、前年度末残高

３２９，４４７，７３９円に対して＋２．１％となった。 
 
 物価高騰・原油価格高騰等の影響による経済的な負担を軽減するため、物価高騰対応重

点支援地方創生臨時交付金を活用し、町内の家庭と事業所の水道基本料金及び下水道等基

本料金を４か月間減免した。 
＊システム改修費用：２４７，５００円 
＊水道基本料金減免額：月平均３，００５件 延べ１２，０２０件 

１０，８３８，６３０円 
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１６ 下水道特別会計 

 
令和５年度は、令和４年度からの繰越事業として、富岡浄化センター耐震診断業務委託

（その２）及び（その３）を行った。また、坂瀬川第５マンホールポンプ場更新工事、白

木尾第１マンホールポンプ場自家用発電装置更新工事を行った。 
＊富岡浄化センター耐震診断業務委託（その２）：２５，１７６，８００円 

＊富岡浄化センター耐震診断業務委託（その３）：８，２６５，０７５円 

＊白木尾第１マンホールポンプ場自家用発電装置更新工事：１７，３８０，０００円 

＊坂瀬川第５マンホールポンプ場更新工事：７，１８３，０００円 

（財源内訳：社会資本整備総合交付金：２５，３００，０００円、起債：３２，４００ 

０００円、一般財源：３０４，８７５円） 

公営企業会計移行に伴う業務委託料として 
＊固定資産台帳作成業務委託：６，６０７，０００円 
＊公営企業会計移行支援業務委託：１，５５４，８００円 

＊公営企業会計システム導入業務委託：２，１７２，５００円を支出した。 

 

下水道管理費として１０２，１３２，９８９円を支出した。主なものは処理場等維持管

理業務の委託料３１，７１８，１２６円、汚泥運搬処分委託料４，０４７，４３９円、処

理場・マンホールポンプ場の電気料１３，８２５，５１８円、富岡浄化センタースクリー

ンユニット等の修繕料１２，５０１，２２１円などである。 

 
起債元金償還金として１８３，４１４，９６２円、利子償還金として２６，９４８，８

３４円を支出した。また、前述の工事及び業務委託の施行ため、３２，４００，０００円

の借入を行った。その結果、令和５年度末の地方債現在高は、１，３７９，７３１，８０

６円となり、前年度末残高１，５３０，７４６，７６８円に対して、△９．９％となった。 
 

  下水道水洗化率の推移は以下のとおりとなっている。 
   （単位：人、％） 

年度 人口 供用区域内人口 水洗化人口 水洗化率 
元 7,042 5,535 5,017 90.6 
２ 6,858 5,393 4,920 91.2 
３ 6,642 5,234 4,782 91.4 
４ 6,478 5,096 4,651 91.3 
５ 6,331 4,998 4,568 91.4 

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、町内の家庭と事業所の水道基本料

金及び下水道等基本料金を４か月間減免した。 

＊公共下水道基本料金減免額：月平均２，１６９件 延べ８，６７９件 
５，８４２，４７０円 
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１７ 農業集落排水特別会計 

 

 農業集落排水事業は、農業振興地域を対象として、水質汚濁による農業被害の解消を図

るとともに、農村生活環境の改善と公共用水域の水質保全に寄与するため、農業集落がま

とまっている坂瀬川鶴地区と木場地区で事業を実施し、鶴地区は平成１１年４月、木場地

区は平成１４年４月に供用を開始した。 

 

 農業集落排水管理費として、９，３４６，７５２円を支出した。主なものは処理施設運

転管理業務委託料７７５，７３１円、汚泥汲取料１，２７８，２００円、処理施設・マン

ホールポンプ場の電気料９４２，８３２円などである。 

公営企業会計移行に伴う業務委託料として 
＊固定資産台帳作成業務委託：２，１７１，５００円 
＊公営企業会計移行支援業務委託：１，５５３，７００円 

＊公営企業会計システム導入業務委託：２，１７２，５００円を支出した。 

 
起債元金償還金として１１，６４１，５７２円、利子償還金として１，３８５，０５２

円を支出した。 
また、農業集落排水事業の公営企業会計移行に伴う業務委託のため５，７００，０００

円、を借り入れた。 
 
その結果、令和５年度末の地方債現在高は７０，５４０，１８４円となっており、前年

度末残高の７６，４８１，７５６円に対して△７．８％となった。 

 

 令和５年度末区域内人口１７０人に対して、水洗化人口１６１人で、水洗化率は９４．

７％である。 
 
 物価高騰・原油価格高騰等の影響による経済的な負担を軽減するため、物価高騰対応重

点支援地方創生臨時交付金を活用し、町内の家庭と事業所の水道基本料金及び下水道等基

本料金を４か月間減免した。 
＊農業集落排水基本料金減免額：月平均７９件 延べ３１６件 ２０８，５６０円 
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１８ 特定地域生活排水処理事業特別会計 

 

 下水道、農業集落排水事業計画区域以外の地区においては、特定地域生活排水処理事業

で合併処理浄化槽を設置して、各家庭における清潔で快適な生活環境の整備とともに、公

共用水域の水質保全に努めている。 
 
 生活排水処理事業費において令和５年度は白木尾区、本郷区、松野区において、３基（５

人槽）の特定地域排水処理施設（合併処理浄化槽）を設置し、工事費として２，３５１，

３６１円を支出した。平成１０年度の事業開始から令和５年度までで４２８基を設置し

た。 

 

 特定地域生活排水処理管理費では、３５，３６３，２９２円を支出した。主なものは合

併処理浄化槽の保守点検、清掃の維持管理委託料として２１，２３０，２４２円、法定検

査手数料として１，５９８，３００円などである。 

公営企業会計移行に伴う業務委託料として 
＊固定資産台帳作成業務委託：２，１７１，５００円 
＊公営企業会計移行支援業務委託：１，５５３，７００円 

＊公営企業会計システム導入業務委託：２，１７２，５００円を支出した。 

 

 起債元金償還金として１０，４２７，９８３円、起債利子償還金として２，２０８，６

０３円を支出した。また、３基の特定地域排水処理施設（合併処理浄化槽）設置工事及び

公営企業会計移行事務費として６，７００，０００円の借入を行った。 
 
 その結果、令和５年度末の地方債残高は、１２９，６２２，２９１円で、前年度末残高

の１３３，３５０，２７４円に対して△２．８％となった。 

 

令和５年度下水道及び農業集落排水区域を除く特定地域生活排水処理事業区域の人口

１，１６３人に対して、水洗化人口９５０人で、水洗化率は８１．７％である。 
 

 物価高騰・原油価格高騰等の影響による経済的な負担を軽減するため、物価高騰対応重

点支援地方創生臨時交付金を活用し、町内の家庭と事業所の水道基本料金及び下水道等基

本料金を４か月間減免した。 

＊特定生活排水基本料金減免額：月平均４１２件 延べ１，６５１件 
５，７３９，１４０円 
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１９ 宅地造成事業特別会計 

 
 ざいのおニュ－ビレッジ分譲地（残５区画）及び明神山（ツキ錠）分譲地（残６区画） 
の売却地はなかった。 

 


